
【資料５】

令和６年度　第２回甲賀市障害者施策推進協議会　事前質問事項及び回答

資料名 回答担当課

資料２①
資料３
シート②

障がい福祉課

資料２③

障がい福祉課

資料２⑦

障がい福祉課

資料３
シート①

障がい福祉課

区分認定調査を依頼した際、調査に数ヶ月かかると
言われることが続いており、サービス利用に遅れが
出ることがあります。調査員の不足、依頼過多であ
ろうと予想しますが、現在の調査員数、不足数、原
因、今後の展望等お聞かせいただけたらと思いま
す。

［回答］
　調査員数８名で業務を行っています。
　更新申請は３か月前に案内通知を行い、有効期間が切れることがない
ように対応しています。
　新規申請については、申請、医師意見書の返信、認定調査の実施、調
査票の作成に一定の時間を要すること、意見書依頼を行う主治医の勤務
体制や、ご本人の医療機関受診のタイミングと、月に１回開催している
自立支援審査会の開催日などから、２か月から３か月を要する場合があ
ります。
　難病の方等緊急的にサービスの利用が必要な場合は、審査会利用につ
いて協議いただく等の対応しています。
　また、審査件数が増える背景として、サービスは未利用だが、何か
あった際の保険として更新される方もあります。

・セルフプランが年々増加しているのが気になりま
す。
・セルフプランが大幅に増加している背景と要因、
また今後の見通しについてお教えください。相談支
援事業所が１か所減っていますのでそれも要因なの
でしょうか。

［回答］
　就労系のサービスのみの利用者、学齢期に上がった時点でのセルフプ
ランの方が多くなっています。計画相談の相談支援専門員のうち、兼務
の方が６割を占めており、今後受け入れ能力と現状の把握を計画してい
ます。
　相談支援事業所の１か所減については、新規事業所が、実際の業務が
ないまま閉鎖となったため要因とは考えておりません。

事前質問事項 回答

資料２①の「待機者」と資料３②「強度行動障害者
に対応可能なグループホームの整備の検討」を関連
付けて、入所施設の整備より、今後はグループホー
ムへの整備に予算等を配分されていくのか。

［回答］
　国は施設入所者の地域移行を推進していますが、令和５年度に第７期
障がい福祉計画策定時に事業所や当事者団体ヒアリングの中で入所施設
を減らすことはせず、多様な住まいの確保を方針としております。施設
整備については、国、県の補助事業として、日中活動のサービスやグ
ループホーム等の整備が中心となっております。

強度行動障がい者の支援ニーズの把握と支援体制の
整備
整備済みとありますが、何の事を指しているのか、
具体的にお教えください（前回までにご説明いただ
いているようでしたら申し訳ありません）

［回答］
　記載誤りで、正しくは「未整備」です。



資料名 回答担当課

資料３
シート③

医療政策室

資料３
シート⑥
⑦

商工労政課
障がい福祉課

資料３
シート⑦

障がい福祉課

資料３
シート⑨

障がい福祉課

資料３
シート⑪

障がい福祉課

前回、地域活動支援センターの開設に向けては、未
着手であったが、どのような拠点としての場とお考
えなのか。

［回答］
　Ⅱ型が甲賀市にはないため、開設に向け市内法人に現状把握を行って
います。

福祉施設従事者による虐待相談・通報件数が３件と
ありますが、どのような事象でどのように対応され
たのかお教えください（可能限りで結構です）

［回答］
　本協議会は市の附属機関であり公開性があることから、虐待の詳細に
ついての回答は控えます。虐待については、同日に開催する虐待防止
ネットワーク協議会にて審議する事案となり、こちらは非公開の会議と
なっています。

医師や看護師は、人材不足になっていないでしょう
か。

［回答］
　医師：甲賀保健医療圏は県内唯一の医師少数区域です。（滋賀県医師
確保計画より）
　看護師：甲賀保健医療圏の就業看護職員数は人口１０万人あたり１１
０３．５人で滋賀県の平均（１２１９．７）と比較しても下回っていま
す。（Ｒ２年度衛生行政報告例より）

法定雇用率達成企業の割合が目標値を越えた実績で
あり評価できますがその背景や要因をお教えくださ
い。
その反面、福祉施設からの一般企業への移行が目標
値を満たしていません。その背景や要因についても
お教えください。

［回答］
【商工労政課】
　令和６年４月からの法改正に伴い、民間企業の障がい者法定雇用率が
２．３％から２．５％に引き上げられ、対象事業主の範囲も４０．０人
以上に引き上げられました。
　令和８年度には更に２．７％に引き上げられる予定であり、法定雇用
率を達成した企業は厚生労働省から優良企業として認定されることか
ら、企業イメージの向上や人材不足対策の観点から各企業が今まで以上
に障がい者雇用に積極的に取り組んでいることが要因としてあげられま
す。
【障がい福祉課】
　障害のある方の企業就労についての職業アセスメント、企業とのマッ
チングやフォロー体制等の課題があり、令和７年１０月より就労選択支
援がサービスメニューとして施行されるため、障がい者基本計画にも示
しているとおり、甲賀地域働き・暮らし応援センター、就労支援部会等
とも連携し取組を推進していきます。

就労移行支援事業所が０になったが、甲賀市内に今
後、必要あるのか、ないのか

［回答］
　現在１事業所あり。修正します。
　しかし、現在の利用者は、全て市外の事業所を利用されている状況で
す。また一般就労に向けた事業であり、利便性から考えると市内、市外
に複数の事業所があることが望ましいと考えています。

指摘内容 対応方針


